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平成２６年１月１５日

事業再点検における県の対応方針について
〈平成２６年度当初予算要求への反映状況〉

１１月１５日に事業再点検における県の対応方針を公表したところであるが、県議会

や関係団体等からの意見等も踏まえた上で、平成２６年度当初予算要求へ反映した内容

については以下のとおりである。

１ 対応方針についての見直し状況１ 対応方針についての見直し状況１ 対応方針についての見直し状況１ 対応方針についての見直し状況

事業再点検における対応方針に対して、見直しを行った上で平成２６年度当初予

算要求に反映した内容については以下のとおりである。［詳細は別紙参照］

対象事業名 対応方針（11/15公表） 26年度当初予算要求への反映状況

単県医療費補助 【見直し】 【見直し】

（単県小児医療 ・今後、医療制度の見直しが行わ 平成26年６月診療分までとされて

費補助等） れる場合には、自己負担のあり方 いた低所得者に対する自己負担限

等について見直しを考えることと 度額軽減措置について、国におけ

する。 る社会保障制度改革の影響等を見

・低所得者への自己負担限度額軽 極める必要があるため、軽減措置

減措置は、厳しい経済雇用情勢等 の１年間の継続を行う。

を踏まえた生活支援策として実施

しているものであり、県内の経済

状況等が回復していることから、

基本的には期間満了をもって新た

な措置は講じないものとすべきで

あるが、障害のある方等への施策

を含めた社会保障制度改革の全体

像が未だ明らかになっていないこ

とから、国の議論等も踏まえ、引

き続き検討を行う。

社会教育団体助 【廃 止】 【見直し】

成（生涯学習活 １団体当たりの補助額が少額であ 現行の各団体への補助は、平成26

動促進費） ることや団体の自立を促す観点か 年度に限り継続とし、これらの団

ら、段階的に補助額を削減し平成 体を含む社会教育活動を行う様々

28年度にすべて廃止する。併せて、 な団体への新たな支援のあり方に

県広報媒体の活用など費用がかか ついて平成26年度中に検討を行

らない手法で支援を行う。 う。



対象事業名 対応方針（11/15公表） 26年度当初予算要求への反映状況

高校生ものづく 技能検定練習に使用する材料費等に対する補助

り技能取得支援

事業（産業人材 【見直し】 【継 続】

育成事業費） 自らのキャリア形成に係る投資で 次代を担う産業人材の育成にも資

あるが、次代を担う産業人材の育 することから継続する。

成にも資することから、相応の自

己負担を求めた上で、継続する。

高校生ものづく 技能検定受検料減免に伴う補助

り技能取得支援

事業（産業人材 【見直し】 【見直し】

育成事業費） 受益者による自己負担が妥当であ 検定手数料の減免対象者に所得制

り一律補助は廃止し、所得制限を 限を導入した上で継続する。

含めた事業の在り方を検討する。

木造住宅耐震改 【廃 止】 【見直し】

修事業（おかや 主に個人の住宅を補助対象とする ・補助対象から建替えを除外する

ま快適安心まち ものであり、市町村が実施する国 などの見直しを行った上で、耐震

づくり推進事業 庫補助事業に対し、県が上乗せし 改修促進計画目標年度である平成

費） て補助を行う必要性は低いため廃 27年度まで継続する。

止する。 ・あわせて、耐震改修促進法の改

〈代替案〉 正により、耐震診断義務対象とな

災害時要援護者や低所得者等につ る民間建築物について、耐震診断

いては、配慮を検討するとともに、 の経費に係る補助を診断結果報告

耐震改修促進法改正後、新たに耐 期限の平成27年度まで実施する。

震診断が義務化された建築物に係

る耐震診断の補助を検討する。

県直営敬老事業 【一部廃止】 【見直し】

記念品等の手交は止め、知事から メッセージに加え、記念品を郵送

のお祝いメッセージを郵送する方 する。

式に見直す。

※上記事業以外については、対応方針どおりとして当初予算要求へ反映。

２ 平成２６年度効果額２ 平成２６年度効果額２ 平成２６年度効果額２ 平成２６年度効果額

１２９百万円（歳出効果額）


